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●総務費 ・・・・・・・・・・・・・ 302円

●保健費・・・・・・・・・・・・・1,476円

4

総額
7,319億円
100％

自動車税（種別割）
597億円（8.2％）

地方消費税
2,599億円
（35.5％）

個人県民税
1,452億円
（19.8％）

軽油引取税
377億円（5.2％）

不動産取得税
192億円（2.6％）

法人事業税
1,708億円
（23.3％）

宿泊税 14億円（0.2％）
ゴルフ場利用税 12億円（0.2％）
県民税利子割 3億円（0.0％）
産業廃棄物税 2億円（0.0％）
鉱区税・狩猟税・旧法による税 1億円（0.0％）

過去5年間の県税収入額（決算額）の推移

（備考）端数処理の関係により総額と一致しないことがあります。

あなたの納める県税
10,000円についての
使いみちを当初予算から
見てみますと、
次のようになります。

●教育費
　教育施設の整備、私学教育振興など

●保健費
　介護保険制度施行、医療確保対策、精神保健対策など

●公債費
　県債の元利償還など
●生活労働費
　生活保護、障がい者福祉、児童福祉、職業訓練など

●県土整備費
　道路、橋、港湾等の整備、住宅の建設、水資源対策など

●警察費
　治安の維持、道路交通安全施設の整備など

●商工費
　中小企業への支援、小規模事業者の経営指導、成長産業の
　育成・集積など

●農林水産業費
　農業振興、森林整備、水産業振興など
●環境費
　循環型社会の形成、公害対策、廃棄物対策など
●その他
　議会費、災害復旧費、諸支出金など

●教育費・・・・・・・・・・・・・1,473円

●商工費・・・・・・・・・・・・・1,399円

●公債費・・・・・・・・・・・・・1,093円

●生活労働費・・・・・・・・・ 844円

●警察費・・・・・・・・・・・・・ 609円

●県土整備費・・・・・・・・・ 600円

●農林水産業費・・・・・・・ 262円
●環境費・・・・・・・・・・・・・ 17円
●その他・・・・・・・・・・・・・1,925円

FUKUOKA

県税収入の内訳 ( 令和５年度当初予算 )
法人県民税 171億円（2.3％）

自動車税（環境性能割） 46億円（0.6％）

個人事業税 82億円（1.1％）
県たばこ税 64億円（0.9％）

●総務費
　県の全般的な管理事務、地域振興、県税の賦課徴収など

10,000円

令和元年度 6,244億円

6,908億円令和３年度

令和２年度 6,322億円

6,283億円平成30年度

令和４年度 7,349億円 （決算見込額）

0円 2,000億円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円 7,000億円 8,000億円

1兆円5,000億円0円 ２兆円

農林水産業費　 575億円（2.6％）

歳　　　入

目的別歳出構成

商工費
3,074億円
（14.0％）

教育費
3,238億円
（14.7％）

保健費
3,243億円
（14.8％）

議会費・諸支出金・予備費
4,125億円（18.7％）

公債費
2,403億円
（10.9％）

生活労働費
1,855億円
（8.5％）

警察費
1,339億円
（6.1％）

総務費　　　　 664億円（3.0％）

災害復旧費　　 105億円（0.5％）
環境費　　　　　36億円（0.2％）

総額
2兆1,975億円
100％県土整備費

1,318億円
（6.0％）

●国庫支出金
　国が地方公共団体の特定の経費に充てるために交付するもので、
国と地方公共団体が共同責任で行う仕事に対する「国庫負担金」、
地方公共団体の仕事を国が援助する「国庫補助金」、国の仕事を地
方に委託した場合の「国庫委託金」などがあります。

●県債
　県が実施する公共施設の建設事業・災害復旧事業などの財源とす
るための長期の借入金のことです。

●地方消費税清算金
　地方消費税を都道府県間で清算する際に他県から払い込まれる
お金で、他県に支払う分は歳出予算の諸支出金に含まれています。

●地方交付税
　地方公共団体が等しくその行政を遂行することができるように、
国が国税を一定割合によってあん分した額を地方公共団体に交付
する税をいいます。
　　○所得税・法人税の収入額 33.1%.......
　　○酒税の収入額 50%....................
　　○消費税の収入額 19.5%.................
　　○地方法人税の収入額 全額...........

●地方譲与税
　国税として徴収し、一定の基準によって地方公共団体に譲与する
税をいいます。特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス
譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税及び航空機燃料譲与税
があります。

県税のしおり

性質別歳出構成

（備考）端数処理の関係により合計と一致しないことがあります。

人件費
17.2％

公共事業費
9.2％

社会保障費
16.8％

行政施策費
24.5％

市町村交付金等
19.4％

公債費
10.9％

その他
1.6％

災害復旧費
0.5％

その他
45.4％

義務的経費
44.9％

投資的経費
9.7％

県の予算 ( 令和５年度一般会計当初予算 )

過去5年間の予算額（当初予算）の推移

（備考）端数処理の関係により総額と一致しないことがあります。

令和元年度 １兆7,858億円

２兆1,361億円令和３年度

令和２年度 １兆8,517億円

１兆7,325億円平成30年度

令和４年度 ２兆1,529億円

県税
7,319億円
（33.3％）

県債
1,553億円
（7.1％）

国庫支出金
2,805億円
（12.8％）

諸収入
3,031億円
（13.8％）地方交付税

2,961億円
（13.4％）

地方消費税清算金
2,514億円
（11.4％）

使用料及び手数料 166億円（0.8％）

寄附金・繰入金・繰越金
527億円（2.4％）

分担金及び負担金 53億円（0.2％）

地方特例交付金 25億円（0.1％）
交通安全対策特別交付金 13億円（0.1％）

財産収入 42億円（0.2％）

地方譲与税
965億円（4.4％）

総額
2兆1,975億円
100％

　令和５年度当初予算においては、「1,000億円の人づくり」、「県内GDP20兆円への挑戦」、「安
全・安心で活力ある社会づくり」のための施策を展開し、未来を見据え、「成長・発展」にむけて
加速前進します。
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の酒類を製造場から出荷したときにかかります。

領収書
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